
5-11

H29 H30 R1 R2 R3

1 3回 3回 1回 1回 0回 0回 3回 3回

2 8社 8社 0社 0社 0社 0社 8社 8社

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 2,060 2,060 2,060

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） - -

0 0

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,310 1,310 1,310

R3予算 R3決算 R4予算

750 750 750

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 750 750 750

一般財源 0

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

・根室産水産物の輸出を促進するための輸出戦略事業（貿易実務講座の開催等）
・根室産水産物の輸出を促進するための輸出環境整備事業（協議会等の官民連携組織の運営等）
・根室産水産物の輸出を促進するための輸出促進事業（産地ＰＲ・国内商談会等の開催等）

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

裾野が広い水産業を中心に市中経済の活性化を図るため、海外での販路開拓に向けて意欲的に取
り組む事業者等に対し、人材育成や輸出環境の整備を図る。

３　事務事業の現状

実績値

海外販売促進活動実施回数

招聘バイヤー企業数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

１　施策体系

施策区分 海外との経済交流の推進

施策目標 世界に目を向け挑戦するまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

　根室市内の企業等

対象者の今後の予想 　同程度

施策体系との関連

対　象

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 総合政策室（総合政策担当）

事務事業名 輸出促進支援事業 事業番号 12279

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　■手段を見直す　　■効率化　　□簡素化　　■統合・振替）
□終期設定あり　（R　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

生産者をはじめ、加工事業者、金融業界、商工会議所、根室市等がそれぞれ役割分担を明確にした
取組みを展開しており、引き続き、行政主導の偏りが生じないよう留意する。今後においては、輸出
促進・人的交流に係る組織体制のあり方について関係者間で方向性を協議する必要がある。

■ある　　□一部ある　　□ない

官民上げての精力的な取組みが行われ、輸出実績は増減はあるものの、一定程度成果に結びつい
ている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

協議会の活動を通じ設立された「地域密着型商社」と、輸出促進に取組む「民間企業」との連携を強
化・促進するほか、民間主導で「根室ベトナム交流協会」が設立されたことから、事業の効率化や効
果の面を踏まえ、事業連携・事業統合について民間の意向も踏まえ検討を進める必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業費を短期間に集中して投下することにより、事業の成否を早期に判断することができ、結果とし
て最小の投資に抑えることができる。

■ある　　□一部ある　　□ない

根室産水産物の普及宣伝や販路拡大に関する事業や貿易等に関する事務事業と統合することも検
討できる。

作成年月日 令和4年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 既に、輸出促進に取り組む民間企業や団体等がそれぞれ相当のリスク負担を伴っていることから、

当面新たな負担は求めない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
輸出促進に係る10年間の長期的な視点に立った取組により、根室産品を安定的に輸出できる体制
の強化が図られたものであり、経済・人的交流分野の今後の事業連携・事業統合のあり方について
研究する。

今後の動向・市民ニーズなど
輸出の促進の取組みについては、官民の連携した活動が活発化していることから、本事業に対する
企業ニーズは高く、国内販路の開拓と併せて一体的かつ効率的な行政支援・情報交換の場としての
継続した取組みが必要である。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない



5-11

H29 H30 R1 R2 R3

1 年0回 - - １回 ０回 ０回 年2回 年3回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 808 808 3,582

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

0 0

人員（人工） 0.04 0.04 0.40

308 308 3,082

R3予算 R3決算 R4予算

500 500 500

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 500 500 500

一般財源

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

外国人技能実習生受入体制の構築と多文化共生の地域づくり推進を目的とする。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

外国人技能実習生が安心して暮らせるまちづくりの構築や、文化・教育・観光等における地域住民と
の交流を図ることにより、外国人技能実習生の安心で快適な生活する環境の醸成により、安定した
外国人技能実習生の確保が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

市民と外国人技能実習生の交流機
会イベント

活動指標名
計画値
（H30）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

１　施策体系

施策区分 海外との経済交流の推進

施策目標 世界に目を向け挑戦するまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

関係団体、事業所、市民

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 商工労働観光課（商工振興担当）

事務事業名 根室ベトナム交流協会補助事業 事業番号 12770

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

交流イベントなどの実施主体は外郭団体であるものの、外国人技能実習生が安心して暮らせるまち
づくりのためには市が積極的に関与し、連携しながら事業に取り組む必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

令和３年度はコロナウイルス感染症の影響により中止となったが、令和元年度には外国人技能実習
生と地域住民との交流イベントを開催し、約200名の参加があり、親善交流の機会を通じた相互理解
を深めた。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

外国人技能実習生が安心して暮らせるまちづくりのためには、さらなる外国人技能実習生と地域住
民との交流機会の拡充が必要であり、当面は事業補助が必要

□ある　　■一部ある　　□ない

事業補助であることから、事業内容についての確認を行いながら、必要に応じて見直しをかける。

□ある　　□一部ある　　■ない

他に類似する事業もないことから、現段階では統合の可能性はない。

作成年月日 令和４年６月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 実施主体への補助金については、一定額を設定しており、すでに負担がある。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど 外国人技能実習生と地域住民の交流機会の増進につとめる。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない


